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２００６年５月25日《No.15》
国民投票法案 26日衆院提出か？

教育基本法改悪案は審議入り

改憲手続きを定める国民投票法案について、自民・公明両党は５月１９日、幹事長らでつくる与党協議会を国会内で開き、与党単独で法案を国会提出する方針を正式に決めて与党案の大綱（「日本国憲法の改正手続きに関する法律案・大綱」）を取りまとめました。

与党・法案大綱は、最大の目的である９条改憲を可能にするため、できる限り有利な仕組みをつくろうとしています。改憲案の承認には、国民投票での「過半数の賛成」（第９６条）を要すると規定されていますが、大綱では「過半数」の基礎について、もっともハードルの低い「有効投票総数」を選択。「憲法改正案に対する賛成の投票の数が有効投票の総数の２分の１を超えた場合は、当該憲法改正について国民の承認があったものとすること」と明記しています。また、改憲発議のために、国会に常設委員会である「憲法審査会」の設置を狙っています。

一方、民主党は５月２３日の憲法調査会で、国民投票法案の独自案をまとめました。民主党案は、国民投票の対象を憲法改正以外の「国政における重要な問題」にも拡大。投票権を持つ年齢は１８歳以上としたが、国会の議決によって１６歳以上も投票できる規定（与党は有権者を「２０歳以上」）を盛り込みました。「自民、公明両党が与党案を提出するのを待ち、対案として衆院に提出する方針」（読売、５月２４日付）としています。

自民、公明の与党は５月２６日にも、国民投票法案を国会に提出する方針。東京新聞は社説で、「自民、公明両党の国民投票法案は憲法を改正しやすくする狙いが露骨」「急いで制定する必要はまったくない」（５月２４日付）と報じています。

民主党が「日本国教育基本法案」を衆院に提出
小泉内閣は５月１１日、衆議院に「教育基本法に関する特別委員会」の設置を強行しました。１６日には衆議院本会議と特別委員会で法案の趣旨説明が行われ、教育基本法の改悪をめぐる審議が始まりました。

一方、民主党は５月２３日、教育基本法「改正」案の対案となる「日本国教育基本法案」を衆院に提出。翌２４日、小泉首相と関係閣僚が出席して衆院教育基本法特別委員会で総括質疑が行われ、実質審議入りしました。冒頭、民主党は「対案」の趣旨説明をし、特別委では政府案と民主党案を一括審議としました。「愛国心」をめぐり「我が国と郷土を愛する（態度を養う）」とした政府案と、「日本を愛する心を涵養」とした民主党案について、小泉首相は「それほど大きな違いがあるとは思わない」との認識を表明。「『慎重に審議を進めていけば十分、今国会で成立は可能と思っている』との考えを示した」（毎日、５月２４日夕）と報道されています。

民主主義と基本的人権の後退に反対するたたかいを
６月１８日の今国会会期末まで残り１カ月を切りました。「教育基本法改正案も会期延長がなければ成立は困難で、綱渡りの運営を強いられつつある」、「『共謀罪』・国民投票・教育基本法　日程描けず」（日経、５月２４日付）と報じています。朝日新聞の世論調査では教育基本法を「今の国会で成立させる方がよい」という人は１２％にとどまり、７３％の人が「議論を続ける方がよい」と答えています。「まだまだ論議が足りないという受け止めが大勢なのだ」（５月２４日付・朝日社説）と評しています。

全労連が呼びかけ、労組と市民団体で結成された「教育基本法の改悪を許さない各界連絡会」は、５月２４日、教育基本法に関する特別委員会での実質審議開始にあたり「国民的なたたかいで教育基本法改悪法案の今国会成立を阻止し廃案に追い込もう」とする声明を発表しました。
国公労連は、「９条改悪反対」「憲法をくらしと行政・司法にいかせ」の運動を職場から積み上げた「憲法遵守職場宣言」決議を5月26日の中央行動で政府に提出します。　　　　　　　　　　いま、民主主義と国民の基本的人権の後退に反対するたたかいの正念場です。国会情勢が緊迫するなか、いまこそ改憲反対の世論を草の根から広げることが重要になっています。憲法改悪の狙いと国民投票法案の問題点を学習し、職場・地域から改憲反対運動を展開していきましょう。
▼情勢や、憲法、教育基本法改悪反対の運動について知りたい方は
国公労連ホームページ　　　　http://www.kokko-net.org/kokkororen/index.htm
全教ホームページ　　　　　http://www.zenkyo.biz/index.html
「憲法改悪反対共同センター」　http://www.kyodo-center.jp/
「憲法会議」ホームページ　

「日本国憲法の改正手続きに関する法律案（仮称）骨子素案」自民党・公明党合意(4/18)
　http://www.kenpoukaigi.gr.jp/seitoutou/20060412jimin-kokumintouhyouhouan.htm
民主党が衆議院に提出した「日本国教育基本法案」(5/23)
http://www.dpj.or.jp/news/200605/20060523_12kyouiku.html
職場・地域のとりくみ
憲法を遵守する「アピール９９」を採択
愛知の国公仲間が「９９条の会あいち」結成総会
「国公99条の会あいち」の「結成総会」を4月22日、労働会館で開催しました。参加者は、お話しを頂いた天野鎮雄さん（劇団「劇座」代表、「あいち九条の会」代表世話人）を含めて55人でした。
総会は、マジック・ショーで楽しく幕あけし、続く有志による絵本「戦争のつくりかた」の朗読：「ピース・リーディング」にも大きな拍手が送られました。続いて「経過と提案」を受け、意見交換を行いました。
「憲法特別コース」集団受講のとりくみ報告も

　意見交換では、「勤労者通信大学・憲法特別コースを愛労連女性協の仲間も含め11人で集団受講している。憲法を学んで、職場での男女平等のたたかいも憲法のおかげだと、あらためて思った」（全厚生）、「５年前に港の仲間で憲法についての演劇『真珠の首飾り』を上演した。今年7月14日に小中陽太郎さんの自伝的ミュージカル『ラ・メール』を上演するのでご協力を」（全税関）、「昨年10月の愛知国公定期大会で『国公99条の会』の結成を提起した。ようやく今日、結成されたが、労働組合とは違う組織であり、運営にも充分気を付けてやっていきたい」（全厚生）、「『昭和区九条の会』の事務局をやっている。著名人にも呼びかけた。表立ったことは遠慮しても『戦争はいやだ』という声は多い。どうつながっていくか工夫が必要」（東海財務局）、「今、名大で元気なのは革マルと右翼。『名大九条の会』を結成して、連続した学習会や映画上映をしている」（名古屋大学）など、それぞれの活動と留意点が語られました。
「あまちん」さんこと天野鎮雄さんは、戦時中の体験を語り、「子どもたちが『恐怖と欠乏から免かれる』（憲法前文）世の中を作るのは大人たちの責任」と訴えました。
最後に「アピール99」（国公労連憲法ホームページ参照）を採択し、「国公99条の会あいち」の結成を確認しました。（国公99条の会あいち「NEWS99」４月２５日号より転載）
組合員が街頭で訴え、署名１１０筆獲得！

全通信沖縄支部が宣伝・署名行動(5/16、18)
【全通信沖縄支部発】全通信沖縄支部（組合員３３名）は５月16日、18日の両日、それぞれ午後５時30分から一時間、県民広場周辺において、組合員のべ36名の参加で、憲法改悪反対の街頭宣伝・署名行動を行いました。この行動は、憲法改悪の動きが活発化しており、関連する「共謀罪」、「国民投票法案」、「教育基本法改悪」など「戦争する国」つくりがいよいよ具体化されるなか、これらに反対する世論を構築するために行ったものです。
　全通信沖縄支部の執行委員会メンバー全員のリレートークによる宣伝カーからの訴えや、組合員によるビラ配布、さらには署名への訴えを行いました。
　街の反応としては、憲法改悪が戦争する国づくりにつながることがなかなか伝わっておらず、「改憲賛成ですから」といった返事がある一方で、積極的に署名してくれる方もいるなど、様々でした。獲得署名数は16日＝68筆、18日＝42筆の合計１１０筆。今後も引き続き、ねばり強く訴えていくことを痛感しました。
　いま、社会がだんだん悪くなっていることを実感します。私たちが次の世代に平和で住みよい社会をつくるためにも、これからも憲法改悪反対のたたかいに奮闘する決意です。
　　　　（全通信沖縄支部副支部長：沖縄県国公副議長）
国公退職者九条の会

結成１周年記念「学習交流集会・記念講演会」
－「九条の会」アピール賛同者３６５２名に－
「国公退職者９条の会」の結成１周年を記念する「学習交流集会・記念講演会」が、４月２８日、東京・霞ヶ関の「商工会館」で開催され、賛同者等５４人が参加しました。

第１部の「交流集会」では、藤田忠弘代表委員が挨拶し、「この１年間でわれわれの運動も前進しているが、改憲の動きも切迫してきた。今やこの国の品格は無惨なまでに下劣になった。憲法こそがこの国の品格の拠り所。しっとりとうるおいのある奥深い社会の実現のため努力しあいましょう」とよびかけました。（中略）

第２部の「記念講演会」は、一橋大学教授・九条の会事務局の渡辺治さんが、多忙な中かけつけてくれ、「改憲策動のねらいと現段階～自民党新憲法草案から国民投票法へ」と題し、講演しました。（中略）

「九条の会」の広がりに確信持ち、過半数の国民を結集する運動を
　また、国民投票法案は「改憲のクルマの両輪」とし、「改憲実行のための不可欠のハードル」であり、さまざまな「規制」の中身を明らかにしながら、「国民投票で勝負、論は間違い」と指摘しました。そして「共謀罪新設法案」「教育基本法改悪法案」とともに「改憲」の外堀を埋めさせないとりくみの重要性を強調しました。最後に、全国で４７７０に広がった「九条の会」の「運動の到達点に確信」を持ち、「過半数の国民を結集する運動」をめざし、「九条改正、是か非か」「自衛隊の海外での戦争体制づくり、賛成か反対か」争点を明確にして、「国会での議員たちを市民が包み変えるか、国会の動きに市民が追随してしまうか」を「大事なポイントに奮闘しあいましょう」と結びました。
集会参加者は、憲法擁護の歴史的大運動の一翼を担って奮闘する決意を固めあいました。

（「国公退職者９条の会ニュース」５月１日号より転載）
　学習して憲法「語り部」に！
改憲情勢は重要局面！
まずは大急ぎで「憲法コース」テキスト読破を
　教育基本法改悪案が国会に上程され、国民投票法案の上程も目論まれています。改憲をめぐる情勢は、重要な局面にさしかかってきています。
 「憲法特別コース」のテキストは、憲法をあまり読んだことがない人にも学習してもらうことを想定し、情勢やたたかいの課題は後ろ（４・５章）にまわし、憲法とは何かという話から始めています。しかし、いまの情勢に対応するためには、４・５章を学習することも大事になってきています。
　学習会でじっくり議論することができなくても、情勢に対応するためには、とりあえず読んでおくだけでも重要です。まずは大急ぎでテキストを読破しましょう。とくに４・５章を早めに読むようにしましょう。「知を力」に、なんとしても改憲を阻止しよう！

（勤労者通信大学発行「学習推進ニュース」５月１１日号より転載）
勤労者通信大学のホームページ　http://www.jah.ne.jp/~gakusyu/kinro.html
九条の会

「全国交流集会」を新たな飛躍の場に
６月１０日の「九条の会」全国交流集会への参加申し込みが締め切られ、集会への期待を反映して全国４７のすべての都道府県の地域・分野の「会」から、会場定員を上回る参加申し込みがありました。

また、「九条の会」主催「埼玉講演会」が５月９日開かれ、第２会場も埋め尽くす３５００人が参加しました。「九条の会」からは大江健三郎、加藤周一、澤地久枝の３氏が参加し、それぞれの持ち味を活かした講演をおこないました。参加者は時には共感の拍手をおくりながら熱心に聞き入り、「参加してよかった」の感想が数多く事務局に寄せられました

詳細は「九条の会」ニュースを参照　http://www.9-jo.jp/news_list/index.html
「九条の会」メールマガジン申し込みは　http://www.9-jo.jp/　　

今後の予定

■ 「許すな憲法改悪！守ろう いのちとくらし みんな集まれ ５・２７国民大行動」
◇日　時　　　５月２７日（土）　国民大集会(12:30～)、大パレード(14:10～)
◇会　場　　東京・代々木公園

◇主　催　　「５・２７国民大行動」実行委員会
■ 教育基本法の改悪をとめよう！　６・２全国集会、国会デモ
◇日　時　　　６月２日（金）18:00～　　　

◇会　場　　日比谷野外音楽堂
◇主　催　　教育基本法の改悪をとめよう！全国連絡会
■ 教育基本法改悪阻止６・７中央行動
◇日　時　　　６月７日（水）18:30～　（集会終了後にデモを予定）　　　

◇会　場　　日比谷野外音楽堂
◇主　催　　教育基本法各界連絡会・教育基本法全国ネットワーク

· さまざまなとりくみ（署名行動や学習会など）のメール通信やＦＡＸをお寄せください　　　以上
